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(57)【要約】
【課題】コンバータの出力電圧を変調度のフィードバッ
ク制御によって制御するとともに、インバータの制御方
式をインバータの変調度によって切換えるシステムにお
いて、制御方式を速やかに切換える。
【解決手段】車両には、電圧を変換して出力するコンバ
ータと、コンバータから出力された直流電力を交流電力
に変換するインバータと、インバータから供給される交
流電力により駆動するモータとが搭載される。この車両
の制御装置は、インバータの変調度に応じて選択される
制御モードでインバータを制御し、インバータの目標の
制御モードを選択し、目標の制御モードと現在の制御モ
ードとが異なると、制御モードが目標の制御モードに切
換わるまでインバータの変調度が変化するようにコンバ
ータの出力電圧を変化させる。
【選択図】図１０



(2) JP 2014-128052 A 2014.7.7

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電圧を変換して出力するコンバータと、前記コンバータから出力された直流電力を交流
電力に変換するインバータと、前記インバータから供給される交流電力により駆動するモ
ータとが搭載された車両の制御装置であって、
　前記インバータの変調度に応じて選択される制御モードで前記インバータを制御するた
めのインバータ制御手段と、
　前記インバータの目標の制御モードを選択するための選択手段と、
　前記目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、前記制御モードが前記目標の
制御モードに切換わるまで前記インバータの変調度が変化するように前記コンバータの出
力電圧を変化させるためのコンバータ制御手段とを備える、車両の制御装置。
【請求項２】
　前記インバータ制御手段は、前記インバータの変調度が所定のしきい値を超えると制御
モードを切換え、
　前記コンバータ制御手段は、
　前記目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、前記しきい値よりも大きい値
を目標変調度として設定し、
　前記インバータの変調度が前記目標変調度まで変化するように前記コンバータの出力電
圧を低下させるための手段とを備える、請求項１に記載の車両の制御装置。
【請求項３】
　前記インバータ制御手段は、前記インバータの変調度が所定のしきい値を下回ると制御
モードを切換え、
　前記コンバータ制御手段は、
　前記目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、前記しきい値よりも小さい値
を目標変調度として設定し、
　前記インバータの変調度が前記目標変調度まで変化するように前記コンバータの出力電
圧を増大させる、請求項１に記載の車両の制御装置。
【請求項４】
　前記選択手段は、運転者のアクセル操作に応じて前記インバータの目標の制御モードを
選択する、請求項１～３のいずれかに記載の車両の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の制御装置に関し、特に、コンバータおよびインバータを介して供給さ
れた電力によって駆動するモータを搭載した車両において、コンバータの出力電圧を制御
する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電動モータを駆動源として搭載したハイブリッド車、燃料電池車、電気自動車が知られ
ている。電動モータには、たとえば３相交流モータが用いられる。そのような電動モータ
には、インバータから交流電力が供給される。
【０００３】
　インバータの制御には、種々の技術が用いられ得る。インバータの制御に用いられる技
術の一例として、特開２００６－３１１７６８号公報（特許文献１）は、正弦波ＰＷＭ（
Pulse Width Modulation）制御方式、過変調ＰＷＭ制御方式、矩形波制御方式の中から選
択された制御方式を用いてインバータを制御することを開示する。特開２００６－３１１
７６８号公報においては、一例として、第６６段落に記載されているように、インバータ
の変調度に基づいて制御方式が選択される。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３１１７６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　インバータの変調度に応じて制御方式を選択すると、たとえば電動モータの回転速度あ
るいはトルクが外乱の影響によって急変し、その結果電動モータの駆動電圧の振幅が急変
すると、インバータの変調率も急変し、インバータの制御方式が変更され得る。この場合
、所望される制御方式とは異なる制御方式でインバータが制御されるため、制御方式を速
やかに元に戻すことが望ましい。
【０００６】
　また、ＰＷＭ制御方式ではインバータのスイッチング動作に伴う損失があることから、
矩形波制御方式が選択できる条件下では、制御方式を速やかに矩形波制御方式に移行させ
ることが望ましい。
【０００７】
　本発明は、上述の課題に鑑みてなされたものであって、その目的は、インバータの制御
方式を変更することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　車両には、電圧を変換して出力するコンバータと、コンバータから出力された直流電力
を交流電力に変換するインバータと、インバータから供給される交流電力により駆動する
モータとが搭載される。この車両の制御装置は、インバータの変調度に応じて選択される
制御モードでインバータを制御するためのインバータ制御手段と、目標の制御モードを選
択するための選択手段と、目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、制御モー
ドが目標の制御モードに切換えるまでインバータの変調度が変化するようにコンバータの
出力電圧を変化させるためのコンバータ制御手段とを備える。
【０００９】
　この構成によれば、目標の制御モードと現在の制御モードとが異なれば、コンバータの
出力電圧の変化に伴ってインバータの変調度が変化することにより、制御モードが切換え
られる。したがって、インバータの制御方式を所望のものに変更することができる。
【００１０】
　インバータの変調度が所定のしきい値を超えると制御モードを切換えるようにしてもよ
い。この場合、目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、しきい値よりも大き
い値を目標変調度として設定し、インバータの変調度が目標変調度まで変化するようにコ
ンバータの出力電圧を低下させてもよい。
【００１１】
　逆に、インバータの変調度が所定のしきい値を下回ると制御モードを切換えるようにし
てもよい。この場合、目標の制御モードと現在の制御モードとが異なると、しきい値より
も小さい値を目標変調度として設定し、インバータの変調度が目標変調度まで変化するよ
うにコンバータの出力電圧を増大させてもよい。
【００１２】
　インバータの出力電圧と入力電圧との比から算出することができる変調度を用いること
で、インバータの状態を数値として具体的に把握しながらコンバータを制御できる。
【００１３】
　目標の制御モードを、運転者のアクセル操作に応じて選択するようにしてもよい。これ
により、運転者が希望する制御モードを実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】モータ駆動システムの全体構成図である。
【図２】モータ駆動システムで用いられる制御方式を説明する図である。
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【図３】正弦波ＰＷＭ制御、過変調ＰＷＭ制御および矩形波制御が用いられるそれぞれの
運転領域を示す図である。
【図４】交流電動モータの電流ベクトルを示す図である。
【図５】制御方式の切換えを説明する図である。
【図６】モータ駆動システム全体での損失特性を示す図である。
【図７】正弦波ＰＷＭ制御方式および過変調ＰＷＭ制御方式における制御ブロック図であ
る。
【図８】目標の制御モード（要求制御モード）を設定するために実行される処理を示すフ
ローチャートである。
【図９】目標変調度を設定するために実行される処理を示すフローチャートである。
【図１０】制御モードが矩形波制御からＰＷＭ制御に切換わるまで変化される目標変調度
とシステム電圧とを示す図である。
【図１１】矩形波制御方式時における制御ブロック図である。
【図１２】図１１中の電流位相フィードバック部の制御ブロック図である。
【図１３】図１１中の電流位相フィードバック部が電圧差ΔＶＨを算出するために用いら
れるマップを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下に、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、以下では
図中の同一または相当部分には同一符号を付して、その説明は原則として繰返さないもの
とする。
【００１６】
　図１は、車両に駆動源として搭載された交流電動モータの制御システム１００の全体構
成図である。制御システム１００は、直流電圧発生部１０♯と、平滑コンデンサＣ０と、
インバータ１４と、交流電動モータＭ１と、制御装置３０とを備える。
【００１７】
　交流電動モータＭ１は、たとえば、電動車両（ハイブリッド自動車、電気自動車や燃料
電池車等の電気エネルギによって車両駆動力を発生可能な自動車を包括的に表現するもの
とする）の駆動輪にトルクを発生させるように構成された走行用電動モータである。ある
いは、この交流電動モータＭ１は、エンジンによって駆動される発電機の機能を持つよう
に構成されてもよく、電動モータおよび発電機の機能を併せ持つように構成されてもよい
。すなわち、本実施の形態において、交流電動モータは、モータジェネレータを含むもの
である。さらに、交流電動モータＭ１は、たとえば、エンジン始動を行ない得るようなも
のとしてハイブリッド自動車に組み込まれるようにしてもよい。
【００１８】
　直流電圧発生部１０♯は、直流電源Ｂと、システムリレーＳＲ１，ＳＲ２と、平滑コン
デンサＣ１と、昇圧コンバータ１２とを含む。
【００１９】
　直流電源Ｂは、代表的には、ニッケル水素またはリチウムイオン等の二次電池や電気二
重層キャパシタ等の再充電可能な蓄電装置により構成される。直流電源Ｂが出力する直流
電圧Ｖｂおよび入出力される直流電流Ｉｂは、電圧センサ１０および電流センサ１１によ
ってそれぞれ検知される。
【００２０】
　システムリレーＳＲ１は、直流電源Ｂの正極端子および電力線６の間に接続され、シス
テムリレーＳＲ１は、直流電源Ｂの負極端子および電力線５の間に接続される。システム
リレーＳＲ１，ＳＲ２は、制御装置３０からの信号ＳＥによりオン／オフされる。
【００２１】
　昇圧コンバータ１２は、リアクトルＬ１と、電力用半導体スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２
と、ダイオードＤ１，Ｄ２とを含む。電力用半導体スイッチング素子Ｑ１およびＱ２は、
電力線７および電力線５の間に直列に接続される。電力用半導体スイッチング素子Ｑ１お
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よびＱ２のオンオフは、制御装置３０からのスイッチング制御信号Ｓ１およびＳ２によっ
て制御される。
【００２２】
　この発明の実施の形態において、電力用半導体スイッチング素子（以下、単に「スイッ
チング素子」と称する）としては、ＩＧＢＴ（Insulated　Gate　Bipolar　Transistor）
、電力用ＭＯＳ（Metal　Oxide　Semiconductor）トランジスタあるいは、電力用バイポ
ーラトランジスタ等を用いることができる。スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２に対しては、逆
並列ダイオードＤ１，Ｄ２が配置されている。リアクトルＬ１は、スイッチング素子Ｑ１
およびＱ２の接続ノードと電力線６の間に接続される。また、平滑コンデンサＣ０は、電
力線７および電力線５の間に接続される。
【００２３】
　平滑コンデンサＣ０は、電力線７の直流電圧を平滑化する。電圧センサ１３は、平滑コ
ンデンサＣ０の両端の電圧、すなわち、電力線７上の直流電圧ＶＨを検出する。以下では
、インバータ１４の直流リンク電圧に相当する直流電圧ＶＨを「システム電圧ＶＨ」とも
称する。一方、電力線６の直流電圧ＶＬは、電圧センサ１９によって検出される。電圧セ
ンサ１３，１９によって検出された直流電圧ＶＨ，ＶＬは、制御装置３０へ入力される。
【００２４】
　インバータ１４は、電力線７および電力線５の間に並列に設けられる、Ｕ相上下アーム
１５と、Ｖ相上下アーム１６と、Ｗ相上下アーム１７とから成る。各相上下アームは、電
力線７および電力線５の間に直列接続されたスイッチング素子から構成される。たとえば
、Ｕ相上下アーム１５は、スイッチング素子Ｑ３，Ｑ４から成り、Ｖ相上下アーム１６は
、スイッチング素子Ｑ５，Ｑ６から成り、Ｗ相上下アーム１７は、スイッチング素子Ｑ７
，Ｑ８から成る。また、スイッチング素子Ｑ３～Ｑ８に対して、逆並列ダイオードＤ３～
Ｄ８がそれぞれ接続されている。スイッチング素子Ｑ３～Ｑ８のオンオフは、制御装置３
０からのスイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８によって制御される。
【００２５】
　代表的には、交流電動モータＭ１は、３相の永久磁石型同期電動モータであり、Ｕ，Ｖ
，Ｗ相の３つのコイルの一端が中性点に共通接続されて構成される。さらに、各相コイル
の他端は、各相上下アーム１５～１７のスイッチング素子の中間点と接続されている。
【００２６】
　昇圧コンバータ１２は、基本的には、ＰＷＭ制御に用いられる搬送波の１周期に相当す
るスイッチング周期の各々において、スイッチング素子Ｑ１およびＱ２が相補的かつ交互
にオンオフするように制御される。昇圧コンバータ１２は、スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２
のオン期間比（デューティ比）を制御することによって、昇圧比（ＶＨ／ＶＬ）を制御す
ることができる。したがって、直流電圧ＶＬ，ＶＨの検出値と電圧指令値ＶＨ♯とに従っ
て演算されたデューティ比に従って、スイッチング素子Ｑ１，Ｑ２のオンオフが制御され
る。
【００２７】
　スイッチング素子Ｑ１をスイッチング素子Ｑ２と相補的にオンオフすることにより、リ
アクトルＬ１の電流方向に応じて制御を切換えることなく直流電源Ｂの充電および放電の
両方に対応することができる。すなわち、電圧指令値ＶＨ♯に従うシステム電圧ＶＨの制
御を通じて、昇圧コンバータ１２は、回生および力行の両方に対応することができる。
【００２８】
　なお、交流電動モータＭ１の低出力時には、昇圧コンバータ１２による昇圧を行なうこ
となく、ＶＨ＝ＶＬ（昇圧比＝１．０）の状態で交流電動モータＭ１を制御することがで
きる。この場合（以下、「非昇圧モードとも称する」）には、スイッチング素子Ｑ１およ
びＱ２が、オンおよびオフにそれぞれ固定されるので、昇圧コンバータ１２での電力損失
が低下する。
【００２９】
　インバータ１４は、交流電動モータＭ１のトルク指令値が正（Ｔｑｃｏｍ＞０）の場合
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には、平滑コンデンサＣ０から直流電圧が供給されると制御装置３０からのスイッチング
制御信号Ｓ３～Ｓ８に応答した、スイッチング素子Ｑ３～Ｑ８のスイッチング動作により
直流電圧を交流電圧に変換して正のトルクを出力するように交流電動モータＭ１を駆動す
る。また、インバータ１４は、交流電動モータＭ１のトルク指令値が零の場合（Ｔｑｃｏ
ｍ＝０）には、スイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に応答したスイッチング動作により、直
流電圧を交流電圧に変換してトルクが零になるように交流電動モータＭ１を駆動する。こ
れにより、交流電動モータＭ１は、トルク指令値Ｔｑｃｏｍによって指定された零または
正のトルクを発生するように駆動される。
【００３０】
　さらに、制御システム１００が搭載された電動車両の回生制動時には、交流電動モータ
Ｍ１のトルク指令値Ｔｑｃｏｍは負に設定される（Ｔｑｃｏｍ＜０）。この場合には、イ
ンバータ１４は、スイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に応答したスイッチング動作により、
交流電動モータＭ１が発電した交流電圧を直流電圧に変換し、その変換した直流電圧（シ
ステム電圧ＶＨ）を平滑コンデンサＣ０を介して昇圧コンバータ１２へ供給する。
【００３１】
　なお、ここで言う回生制動とは、電動車両を運転するドライバーによるフットブレーキ
操作があった場合の回生発電を伴う制動や、フットブレーキを操作しないものの、走行中
にアクセルペダルをオフすることで回生発電をさせながら車両を減速（または加速の中止
）させることを含む。
【００３２】
　電流センサ２４は、交流電動モータＭ１に流れる電流（相電流）を検出し、その検出値
を制御装置３０へ出力する。なお、三相電流ｉｕ，ｉｖ，ｉｗの瞬時値の和は零であるの
で、図１に示すように２相分のモータ電流（たとえば、Ｖ相電流ｉｖおよびＷ相電流ｉｗ
）を検出するように配置してもよい。
【００３３】
　回転角センサ（レゾルバ）２５は、交流電動モータＭ１のロータ回転角θを検出し、そ
の検出した回転角θを制御装置３０へ送出する。制御装置３０では、回転角θに基づき交
流電動モータＭ１の回転速度Ｎｍｔおよび回転角速度ωを算出できる。なお、回転角セン
サ２５については、回転角θを制御装置３０にてモータ電圧や電流から直接演算すること
によって、配置を省略してもよい。
【００３４】
　制御装置３０は、電子制御ユニット（ＥＣＵ）により構成され、予め記憶されたプログ
ラムを図示しないＣＰＵ（Central　Processing　Unit）で実行することによるソフトウ
ェア処理および／または専用の電子回路によるハードウェア処理により、制御システム１
００の動作を制御する。
【００３５】
　代表的な機能として、制御装置３０は、入力されたトルク指令値Ｔｑｃｏｍ、電圧セン
サ１０によって検出された直流電圧Ｖｂ、電流センサ１１によって検出された直流電流Ｉ
ｂ、電圧センサ１３によって検出されたシステム電圧ＶＨおよび電流センサ２４によって
検出されるモータ電流ｉｖ，ｉｗ、回転角センサ２５からの回転角θ等に基づいて、後述
する制御方式により交流電動モータＭ１がトルク指令値Ｔｑｃｏｍに従ったトルクを出力
するように、昇圧コンバータ１２およびインバータ１４の動作を制御する。
【００３６】
　すなわち、制御装置３０は、直流電圧ＶＨを電圧指令値ＶＨ♯に従って上記のように制
御するために昇圧コンバータ１２のスイッチング制御信号Ｓ１，Ｓ２を生成する。また、
制御装置３０は、交流電動モータＭ１の出力トルクをトルク指令値Ｔｑｃｏｍに従って制
御するための制御信号Ｓ３～Ｓ８を生成する。制御信号Ｓ１～Ｓ８は、昇圧コンバータ１
２およびインバータ１４へ入力される。
【００３７】
　トルク指令値Ｔｑｃｏｍは、アクセル開度および車速などをパラメータに有するマップ
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に従って算出される。
【００３８】
　図２は、交流電動モータ制御のためのインバータ制御方式を説明する図である。図２に
示すように、本発明の実施の形態に従う交流電動モータの制御システムでは、インバータ
１４による交流電動モータ制御について３つの制御方式を切換えて使用する。
【００３９】
　正弦波ＰＷＭ制御は、一般的なＰＷＭ制御として用いられるものであり、各相アームに
おけるスイッチング素子のオンオフを、正弦波状の電圧指令値と搬送波（代表的には、三
角波）との電圧比較に従って制御する。この結果、上アーム素子のオン期間に対応するハ
イレベル期間と、下アーム素子のオン期間に対応するローレベル期間との集合について、
一定期間内でその基本波成分が正弦波となるようにデューティ比が制御される。
【００４０】
　以下、本明細書では、インバータによる直流交流電圧変換における、システム電圧ＶＨ
に対する交流電動モータＭ１への印加電圧（線間電圧の実効値）の比を「変調度」を定義
する。正弦波ＰＷＭ制御の適用は、基本的には、各相の交流電圧振幅（相電圧）がシステ
ム電圧ＶＨと等しくなる状態が限界である。すなわち、正弦波ＰＷＭ制御では、変調度を
０．６１倍までしか高めることができない。
【００４１】
　一方、矩形波電圧制御では、電動モータの電気角３６０度に相当する期間内で、ハイレ
ベル期間およびローレベル期間の比が１：１の矩形波１パルス分をインバータが出力する
。これにより、変調度は０．７８まで高められる。
【００４２】
　過変調ＰＷＭ制御は、搬送波の振幅よりも大きい振幅の電圧指令値（正弦波状）につい
て、その振幅を拡大した上で、上記正弦波ＰＷＭ制御と同様のＰＷＭ制御を行なうもので
ある。この結果、基本波成分を歪ませることによって、変調度を０．６１～０．７８の範
囲まで高めることができる。
【００４３】
　本実施の形態に従う交流電動モータＭ１の制御システム１００では、交流電動モータＭ
１の状態に応じて、上述の正弦波ＰＷＭ制御、過変調ＰＷＭ制御および矩形波電圧制御が
選択的に適用される。
【００４４】
　概略的には、図３に示すように、低速回転領域から中速回転領域にかけては正弦波ＰＷ
Ｍの制御が選択され、中速回転領域から高速回転領域にかけては過変調制御が選択され、
より高速回転領域では矩形波電圧制御が選択される。制御方式の具体的な選択方法につい
ては後述する。
【００４５】
　図４に示すように、正弦波ＰＷＭ制御および過変調ＰＷＭ制御では、交流電動モータＭ
１の電流位相φｉが、最適電流進角ライン４２上となるようにインバータ１４によるモー
タ電流制御が行なわれる。図４の横軸はｄ軸電流Ｉｄを示しており、図４の縦軸はｑ軸電
流Ｉｑを示している。
【００４６】
　最適電流進角ライン４２は、Ｉｄ－Ｉｑ平面上の等トルク線上における交流電動モータ
Ｍ１での損失が参照となる電流位相点の集合として描かれる。よって、アクセル開度およ
び車速などをパラメータとして有するマップに従って決定された、交流電動モータＭ１に
対するトルク指令値Ｔｑｃｏｍに対応する等トルク線と、最適電流進角ライン４２との交
点に対応するｄ軸およびｑ軸の電流指令値Ｉｄｃｏｍ，Ｉｑｃｏｍが生成される。最適電
流進角ラインは、予め実験ないしシミュレーションによって求めることができる。したが
って、各トルク指令値に対応させて最適電流進角ライン４２上の電流指令値Ｉｄｃｏｍ，
Ｉｑｃｏｍの組み合わせを決定するマップを予め作成して、制御装置３０内に記憶させて
おくことができる。
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【００４７】
　図４では、零点位置を起点とするＩｄ，Ｉｑの組み合わせによる電流ベクトルの先端位
置（電流位相）が、出力トルクの増加に応じて変化する軌跡を矢印で示している。出力ト
ルクが増加するのに応じて、電流の大きさ（Ｉｄ－Ｉｑ平面上での電流ベクトルの大きさ
に相当）が増加する。上述したように、正弦波ＰＷＭ制御および過変調ＰＷＭ制御では、
電流指令値Ｉｄｃｏｍ，Ｉｑｃｏｍの設定により、電流位相が最適電流進角ライン４２上
に制御される。
【００４８】
　矩形波電圧制御では、インバータ１４によって交流電動モータＭ１の電流位相を直接制
御することはできない。矩形波電圧制御では弱め界磁制御を行なうため、電圧位相φｖを
大きくすることにより出力トルクが増大される。これに伴い、界磁電流であるｄ軸電流Ｉ
ｄの絶対値が増加する。この結果、電流ベクトルの先端位置（電流位相）が、最適電流進
角ライン４２から図中左側（進角側）に離れる。電流ベクトルは最適電流進角ライン４２
上にないため、矩形波電圧制御においては、交流電動モータＭ１の損失が増大する。
【００４９】
　逆に、矩形波電圧制御時に電流位相φｉが所定のφｔｈ（基準値）よりも小さくなると
、矩形波電圧制御からＰＷＭ制御への遷移が指示される。
【００５０】
　図５を参照して、正弦波ＰＷＭ制御、過変調ＰＷＭ制御および矩形波電圧制御の間のモ
ード切換を説明する。正弦波ＰＷＭまたは過変調ＰＷＭ制御の適用時には、後述するｄ軸
およびｑ軸の電圧指令値Ｖｄ♯，Ｖｑ♯、ならびにシステム電圧ＶＨから、下記の式１を
用いて変調度Ｋｍｄが算出される。
【００５１】
　Ｋｍｄ＝（Ｖｄ♯2＋Ｖｑ♯2）1/2／ＶＨ　　・・・（１）　
　正弦波ＰＷＭ制御が実行されているときに、インバータ１４の変調度が０．６１を超え
ると制御モードが正弦波ＰＷＭ制御から過変調ＰＷＭ制御に切換えられる。過変調ＰＷＭ
制御が実行されているときに、インバータ１４の変調度が０．６１よりも小さい所定のし
きい値ＳＨ（ＳＨ＝０．６１－α）を下回ると、制御モードが過変調ＰＷＭ制御から正弦
波ＰＷＭ制御に切換えられる。
【００５２】
　過変調ＰＷＭ制御が実行されているときに、インバータ１４の変調度がさらに増大し、
０．７８を超えると、制御モードが過変調ＰＷＭ制御から矩形波電圧制御に切換えられる
。
【００５３】
　一方、矩形波電圧制御中、出力トルクの低下に応じて電流位相φｉが基準値φｔｈより
も小さくなると、過変調ＰＷＭ制御モードへの遷移が指示される。
【００５４】
　正弦波ＰＷＭ制御、過変調ＰＷＭ制御および矩形波電圧制御におけるエネルギ損失は、
図６（ａ）に示すように、システム電圧ＶＨに応じて変化し得る。図６（ａ）～（ｃ）は
、交流電動モータＭ１の出力（回転速度とトルクとの積）を一定とし、システム電圧ＶＨ
のみを変化させた条件下での制御システムの挙動を示す。
【００５５】
　図６（ａ）には、３つの制御モードを通じたシステム電圧ＶＨと制御システムの全体損
失の関係が示される。図６（ｂ）には、システム電圧ＶＨと変調度Ｋｍｄとの関係が示さ
れる。図６（ｃ）には、システム電圧ＶＨとモータ電流位相との関係が示されている。
【００５６】
　図６（ａ）～（ｃ）を参照して、正弦波ＰＷＭ制御および過変調ＰＷＭ制御が適用され
る領域では、システム電圧ＶＨを低下して変調度を上昇させる程、損失が減少する。そし
て、矩形波電圧制御が適用される動作点４４において、昇圧コンバータ１２およびインバ
ータ１４の損失が最小となるため、システム全体の損失も最小となる。
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【００５７】
　矩形波電圧制御が適用される領域では、変調度は０．７８に固定されるため、システム
電圧ＶＨを低下させる程、同一出力を得るための電圧位相φｖが大きくなる。これに付随
して、前述したように、弱め界磁電流の増加によって、電流位相が最適電流進角ライン４
２から遠ざかるため、交流電動モータＭ１での損失増加によってシステム損失が増加する
。すなわち、矩形波電圧制御では、システム電圧ＶＨが低下するほどシステムの全体損失
が増加することになる。
【００５８】
　逆に、システム電圧ＶＨを高くすることによりＰＷＭ制御を適用すると、交流電動モー
タＭ１電流位相は、最適電流進角ライン４２に沿って制御できる。しかしながら、ＰＷＭ
制御で交流電動モータＭ１を動作させると、交流電動モータＭ１の損失は低減できる一方
で、スイッチング回数の増加によってインバータ１４の損失が増加することになる。
【００５９】
　したがって、交流電動モータＭ１を含む制御システム全体の損失が最小となるのは、矩
形波電圧制御が適用され、かつ、交流電動モータＭ１の電流位相が最適電流進角ライン４
２の近傍にあるときである。すなわち、システム電圧ＶＨは、このような状態となるよう
に設定することが好ましい。
【００６０】
　図７を参照して、正弦波ＰＷＭ制御および過変調ＰＷＭ制御における具体的な処理につ
いて説明する。図７は、本発明の実施の形態に従う交流電動モータの制御システムにおけ
るＰＷＭ制御での制御構成を説明する機能ブロック図である。図７を含めて、以下で説明
されるブロック図に記載されたモータ制御のための各機能ブロックは、制御装置３０によ
る、ハードウェア的あるいはソフトウェア的な処理によって実現される。
【００６１】
　図７を参照して、ＰＷＭ制御部２００は、電流指令生成部２１０と、変換部２２０と、
電流フィードバック部２３０とを含む。
【００６２】
　電流指令生成部２１０は、予め作成されたマップ等に従って、交流電動モータＭ１のト
ルク指令値Ｔｑｃｏｍに応じた、ｄ軸電流指令値Ｉｄｃｏｍおよびｑ軸電流指令値Ｉｑｃ
ｏｍを生成する。
【００６３】
　変換部２２０は、交流電動モータＭ１に流れる３相モータ電流ｉｕ，ｉｖ，ｉｗをロー
タ回転角θを用いた座標変換によって、ｄ軸およびｑ軸の２相電流ｉｄ，ｉｑに変換して
出力する。具体的には、電流センサ２４によって検出されるＶ相電流ｉｖおよびＷ相電流
ｉｗからＵ相電流ｉｕ（ｉｕ＝－ｉｖ－ｉｗ）が算出される。これらの電流ｉｕ，ｉｖ，
ｉｗに基づき、回転角センサ２５によって検出される回転角θに応じて、実際のｄ軸電流
ｉｄおよびｑ軸電流ｉｑが算出される。
【００６４】
　電流フィードバック部２３０には、ｄ軸電流指令値Ｉｄｃｏｍと算出された実際のｄ軸
電流ｉｄとの差ΔＩｄ（ΔＩｄ＝Ｉｄｃｏｍ－Ｉｄ）、ならびにｑ軸電流指令値Ｉｑｃｏ
ｍと算出された実際のｑ軸電流ｉｑとの差ΔＩｑ（ΔＩｑ＝Ｉｑｃｏｍ－Ｉｑ）が入力さ
れる。電流フィードバック部２３０は、ｄ軸電流差ΔＩｄおよびｑ軸電流差ΔＩｑのそれ
ぞれについて、所定ゲインによるＰＩ（比例積分）演算を行なって制御偏差を求め、この
制御偏差に応じたｄ軸電圧指令値Ｖｄ♯およびｑ軸電圧指令値Ｖｑ♯を生成する。さらに
、電流フィードバック部２３０は、交流電動モータＭ１の回転角θを用いた座標変換（２
相→３相）によって、ｄ軸電圧指令値Ｖｄ♯およびｑ軸電圧指令値Ｖｑ♯をＵ相、Ｖ相、
Ｗ相の各相電圧指令Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗに変換するとともに、各相電圧指令値Ｖｕ，Ｖｖ，
Ｖｗに従ってスイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８を発生する。インバータ１４がスイッチン
グ制御信号Ｓ３～Ｓ８に従ったスイッチング動作により、交流電動モータＭ１の各相に疑
似正弦波電圧が生成される。
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【００６５】
　本発明の実施の形態に従うモータ駆動システムの制御装置３０は、さらに、目標変調度
算出部３１０、必要電圧算出部３２０、変調度フィードバック部３３０、電圧フィードバ
ック部３６０を備える。
【００６６】
　目標変調度算出部３１０、必要電圧算出部３２０および変調度フィードバック部３３０
は、インバータ１４の変調度Ｋｍｄを目標変調度Ｋｍｄ＃に維持するための昇圧コンバー
タ１２の出力電圧としての要求電圧ＶＨｒｅｑを算出するための機能である。
【００６７】
　より具体的には、目標変調度算出部３１０が、アクセル開度に応じて選択される目標の
制御モード（以下では要求制御モードとも記載する）と、現在の制御モードＣｎｔＭｏｄ
ｅとの組合わせ毎に目標変調度Ｋｍｄ＃を設定する。目標変調度Ｋｍｄ＃の設定方法につ
いては後で詳細に説明する。
【００６８】
　必要電圧算出部３２０は、目標トルク（トルク指令値Ｔｑｃｏｍ）を実現するために必
要な昇圧コンバータ１２の出力電圧としての必要電圧ｔＶＨを、目標トルク（トルク指令
値Ｔｑｃｏｍ）から算出する。一例として、必要電圧算出部３２０は、目標変調度算出部
３１０によって算出された目標変調度Ｋｍｄ＃と、目標トルク（トルク指令値Ｔｑｃｏｍ
）と、交流電動モータＭ１の回転速度Ｎｍｔとをパラメータとして有するマップに従って
、必要電圧ｔＶＨを算出する。より詳細には、一例として、トルク指令値Ｔｑｃｏｍと回
転速度Ｎｍｔとからマップを参照して求められる電圧Ｖｒを目標変調度Ｋｍｄ＃で除算す
ることにより、必要電圧ｔＶＨが算出される。電圧Ｖｒは、交流電動モータＭ１への印加
電圧（線間電圧の実効値）である。
【００６９】
　変調度フィードバック部３３０は、目標変調度Ｋｍｄ＃に対する実変調度Ｋｍｄに比（
Ｋｍｄ／Ｋｍｄ＃）を求め、この比に現在のシステム電圧ＶＨを乗算することによって、
目標システム電圧を求める。さらにこの目標システム電圧から現在のシステム電圧ＶＨを
減算した値ΔＶＨとその積分値∫ΔＶＨが求められる。これらに比例ゲインＫｐおよび積
分ゲインＫｉがそれぞれ乗算されて、比例項ＫｐΔＶＨおよび積分項Ｋｉ∫ΔＶＨが求め
られる。変調度フィードバック部３３０は、これらの比例項ＫｐΔＶＨおよび積分項Ｋｉ
∫ΔＶＨの和を補正電圧ＶＨｈｏｓｅｉとして算出する。
【００７０】
　必要電圧ｔＶＨと補正電圧ＶＨｈｏｓｅｉとの和が電圧指令値ＶＨ＃として電圧フィー
ドバック部３６０に入力される。電圧フィードバック部３６０は、電圧指令値ＶＨ＃と現
在のシステム電圧ＶＨとに基づき、昇圧コンバータ１２の出力電圧が電圧指令値ＶＨ＃と
なるように、スイッチング制御信号Ｓ１，Ｓ２を生成する。
【００７１】
　図８，９を参照して、要求制御モードならびに目標変調度Ｋｍｄ＃を設定するために目
標変調度算出部３１０において実行される処理について説明する。図８を参照して、ステ
ップ（以下、ステップをＳと略す）１００にて、現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制
御であるか否かが判断される。現在の制御モードが正弦波ＰＷＭ制御でなく（Ｓ１００に
てＮＯ）、かつ、アクセル開度Ａｃｃｒが所定のしきい値ｔＡｃｃｒ１よりも大きいと（
Ｓ１０２にてＹＥＳ）、Ｓ１０４にて、要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御とされる。な
お、アクセル開度Ａｃｃｒは周知の通りアクセル開度センサを用いて検出される。
【００７２】
　現在の制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であり（Ｓ１００にてＹＥＳ）、かつ、アクセル
開度Ａｃｃｒが所定のしきい値ｔＡｃｃｒ２（ｔＡｃｃｒ２＜ｔＡｃｃｒ１）よりも小さ
いと（Ｓ１０６にてＹＥＳ）、Ｓ１０８にて、要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御ではな
くなる。
【００７３】
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　図９を参照して、現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であり（Ｓ２００にてＹＥ
Ｓ）、かつ現在の制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であると（Ｓ２０２にてＹＥＳ）、Ｓ２
０３にて、０～０．６１の範囲内で開発者により予め定められた所定値Ｌ１Ｓｉｎが目標
変調度Ｋｍｄ＃に設定される。
【００７４】
　現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であり（Ｓ２００にてＹＥＳ）、かつ現在の
制御モードが過変調ＰＷＭ制御であると（Ｓ２０２にてＮＯ，Ｓ２０４にてＹＥＳ）、Ｓ
２０５にて、制御モードが過変調ＰＷＭ制御から正弦波ＰＷＭ制御に切換えるときのしき
い値ＳＨ（ＳＨ＝０．６１－α）よりも小さくなるように開発者により予め定められた所
定値Ｌ１Ｏｖｍが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定される。上述したように、インバータ１４の
変調度Ｋｍｄが目標変調度Ｋｍｄ＃に一致するようにコンバータ１２の出力電圧が制御さ
れるため、結果として、制御モードが過変調ＰＷＭ制御から正弦波ＰＷＭ制御に切換わる
までコンバータ１２の出力電圧が増大される。
【００７５】
　現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であり（Ｓ２００にてＹＥＳ）、かつ現在の
制御モードが矩形波電圧制御であると（Ｓ２０２にてＮＯ，Ｓ２０４にてＮＯ）、Ｓ２０
６にて、開発者により予め定められた所定値Ｌ１ＶｐＨが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定され
る。
【００７６】
　現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御ではなく（Ｓ２００にてＮＯ）、かつ現在の
制御モードが正弦波ＰＷＭ制御であると（Ｓ２１２にてＹＥＳ）、Ｓ２１３にて、０．７
８よりも大きい所定値Ｌ２Ｓｉｎが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定される。
【００７７】
　現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御ではなく（Ｓ２００にてＮＯ）、かつ現在の
制御モードが過変調ＰＷＭ制御であると（Ｓ２１２にてＮＯ，Ｓ２１４にてＹＥＳ）、Ｓ
２１５にて、０．７８よりも大きい所定値Ｌ２Ｏｖｍが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定される
。所定値Ｌ２Ｏｖｍは、所定値Ｌ２Ｓｉｎよりも大きくてもよく、小さくてもよく、同じ
であってもよい。
【００７８】
　上述したように、インバータ１４の実変調度Ｋｍｄが０．７８以上になると制御モード
がＰＷＭ制御から矩形波制御に切換えられるため、０．７８よりも大きい所定値Ｌ２Ｏｖ
ｍが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定されることによって、図１０に示すように、制御モードが
ＰＷＭ制御から矩形波制御に切換えられるまでコンバータ１２の出力電圧が速やかに低下
される。
【００７９】
　現在の要求制御モードが正弦波ＰＷＭ制御ではなく（Ｓ２００にてＮＯ）、かつ現在の
制御モードが矩形波電圧制御であると（Ｓ２１２にてＮＯ，Ｓ２１４にてＮＯ）、Ｓ２１
６にて、開発者により予め定められた所定値Ｌ２ＶｐＨが目標変調度Ｋｍｄ＃に設定され
る。
【００８０】
　以下、図１１を参照して、矩形波制御方式時における制御ブロック図を説明する。なお
、上述のように矩形波制御方式時には、変調度が固定されるため、ＰＷＭ制御において含
まれるような変調度のフィードバック制御は構成されない。
【００８１】
　図１１を参照して、矩形波制御ブロック４００は、変換部４１０と、トルク推定部４２
０と、トルクフィードバック部４３０とを含む。
【００８２】
　変換部４１０は、交流電動モータＭ１に流れる３相モータ電流ｉｕ，ｉｖ，ｉｗをロー
タ回転角θを用いた座標変換によって、ｄ軸およびｑ軸の２相電流ｉｄ，ｉｑに変換して
出力する。具体的には、電流センサ２４によって検出されるＶ相電流ｉｖおよびＷ相電流
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ｉｗからＵ相電流ｉｕ（ｉｕ＝－ｉｖ－ｉｗ）が算出される。これらの電流ｉｕ，ｉｖ，
ｉｗに基づき、回転角センサ２５によって検出される回転角θに応じて、ｄ軸電流ｉｄお
よびｑ軸電流ｉｑが生成される。
【００８３】
　トルク推定部４２０は、予め計測したトルクと電流との関係を定めたマップに従い、ｄ
軸電流ｉｄおよびｑ軸電流ｉｑから交流電動モータＭ１の実際のトルクＴｑを推定する。
【００８４】
　トルクフィードバック部４３０へは、トルク指令値Ｔｑｃｏｍに対するトルク偏差ΔＴ
ｑ（ΔＴｑ＝Ｔｑｃｏｍ－Ｔｑ）が入力される。トルクフィードバック部４３０は、トル
ク偏差ΔＴｑについて所定ゲインによるＰＩ演算を行なって制御偏差を求め、求められた
制御偏差に応じて矩形波電圧の位相φｖを設定する。具体的には、正トルク発生（Ｔｑｃ
ｏｍ＞０）時には、トルク不足時には電圧位相を進める一方で、トルク過剰時には電圧位
相を遅らせるとともに、負トルク発生（Ｔｑｃｏｍ＜０）時には、トルク不足時には電圧
位相を遅らせる一方で、トルク過剰時には電圧位相を進める。
【００８５】
　さらに、トルクフィードバック部４３０は、設定された電圧位相φｖに従って、各相電
圧指令値（矩形波パルス）Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗを発生するとともに、各相電圧指令値Ｖｕ，
Ｖｖ，Ｖｗに従ってスイッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８を発生する。インバータ１４がスイ
ッチング制御信号Ｓ３～Ｓ８に従ったスイッチング動作を行なうことにより、電圧位相φ
ｖに従った矩形波パルスが、モータの各相電圧として印加される。
【００８６】
　このように、矩形波制御方式時には、トルク（電力）のフィードバック制御により、モ
ータトルク制御を行なうことができる。
【００８７】
　本発明の実施の形態に従うモータ駆動システムの制御装置３０では、さらに、必要電圧
算出部５１０および電流位相フィードバック部５２０を備える。
【００８８】
　必要電圧算出部５１０は、目標トルク（トルク指令値Ｔｑｃｏｍ）を実現するために必
要な昇圧コンバータ１２の出力電圧としての必要電圧ｔＶＨを、目標トルク（トルク指令
値Ｔｑｃｏｍ）から算出する。一例として、必要電圧算出部５１０は、所定の目標変調度
Ｋｍｄ＃と、目標トルク（トルク指令値Ｔｑｃｏｍ）と、交流電動モータＭ１の回転速度
Ｎｍｔとをパラメータとして有するマップに従って、必要電圧ｔＶＨを算出する。より詳
細には、一例として、トルク指令値Ｔｑｃｏｍと回転速度Ｎｍｔとからマップを参照して
求められる電圧Ｖｒを目標変調度Ｋｍｄ＃で除算することにより、必要電圧ｔＶＨが算出
される。電圧Ｖｒは、交流電動モータＭ１への印加電圧（線間電圧の実効値）である。
【００８９】
　電流位相フィードバック部５２０は、変換部４１０によって生成されたｄ軸電流ｉｄお
よびｑ軸電流ｉｑに応じて、システム電圧ＶＨの補正値ＶＨｈｏｓｅｉを算出する。電流
位相フィードバック部５２０は、図１２に示すように、電圧差算出部５２２と、ＰＩ制御
部５２４とを含む。電圧差算出部５２２は、図１３に示すように、ｄ軸電流ｉｄとｑ軸電
流ｉｑとをパラメータとして有するマップに従って、電圧差ΔＶＨを算出する。
【００９０】
　図１２に戻って、ＰＩ制御部５２４は、電圧差ΔＶＨとその積分値∫ΔＶＨに、比例ゲ
インＫｐおよび積分ゲインＫｉをそれぞれ乗算されて、比例項ＫｐΔＶＨおよび積分項Ｋ
ｉ∫ΔＶＨを算出する。ＰＩ制御部５２４は、これらの比例項ＫｐΔＶＨおよび積分項Ｋ
ｉ∫ΔＶＨの和を補正電圧ＶＨｈｏｓｅｉとして算出する。
【００９１】
　図１１に戻って、必要電圧ｔＶＨと補正電圧ＶＨｈｏｓｅｉとの和が電圧指令値ＶＨ＃
として電圧フィードバック部５５０に入力される。電圧フィードバック部５５０は、電圧
指令値ＶＨ＃と、現在のシステム電圧ＶＨに基づき、昇圧コンバータ１２の出力電圧が電
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圧指令値ＶＨｃｏｍとなるように、スイッチング制御信号Ｓ１，Ｓ２を生成する。
【００９２】
　今回開示された実施の形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと考え
られるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示さ
れ、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図さ
れる。
【符号の説明】
【００９３】
　１２　昇圧コンバータ、１４　インバータ、３０　制御装置、１００　制御システム、
２００　ＰＷＭ制御部、２１０　電流指令生成部、２２０，４１０　変換部、２３０　電
流フィードバック部、３１０　目標変調度算出部、３２０，５１０　必要電圧算出部、３
３０　変調度フィードバック部、３６０，５５０　電圧フィードバック部、４００　矩形
波制御ブロック、４２０　トルク推定部、４３０　トルクフィードバック部、４５０　信
号発生部、５２０　電流位相フィードバック部、５２２　電圧差算出部、５２４　ＰＩ制
御部、Ｍ１　交流電動モータ。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】 【図８】
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